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このように、機構は、政府の施策の方向性の下、
その設置目的を踏まえ、国が直接実施する施策と
あいまって、地方公共団体、民間団体等関係機関
とも十分な連携を図り、機構における業務の実施
を通じて蓄積された専門的な知見を集中し、また、
さらにその専門性を強化しつつ、以下の国の戦略
目標の達成に資するべく、高齢者、障害者、求職
者、事業主等に対する専門的な雇用支援を実施す
ることとする。
〔国の戦略目標〕
１ 高齢者雇用支援に係る戦略目標
{（目標）希望者全員の65歳までの高年齢者

雇用確保措置が全ての企業において
講じられるようにするとともに、高
年齢者の雇用の場の拡大に努める。

（指標）平成32年までに60歳～64歳の就業
率を63％

|（目標）生涯現役社会の実現に向けて、年
齢にかかわりなく働ける企業の普及
を図り、高齢者の雇用の場の拡大に
努める。

（指標）平成32年までに65歳～69歳の就業
率を40％

２ 障害者雇用支援に係る戦略目標
{（目標）障害者の雇用機会の拡大による職

業的自立を図るため障害者雇用率制
度を中心として、障害者雇用の一層
の促進を図る。

|（目標）ハローワークを中心に福祉・教育
等関係機関と連携した「障害者就労
支援チーム」による支援を行うこと
等により、就職の準備段階から職場
定着までの一貫した支援を展開す
る。

}（目標）福祉施設から一般就労への移行を
促進するため、就労移行支援事業所、
就労継続支援事業所の計画的整備を
行う。

~（目標）精神障害の特性に応じた支援の充
実・強化を通じて、精神障害者の雇
用機会の拡大を図る。

３ 職業訓練に係る戦略目標
{（目標）離職者の的確な訓練受講を促進

し、就職に資する訓練効果の高い職
業訓練を実施する。

（指標）施設内離職者訓練修了者の就職率
80％以上（各年度）

|（目標）産業の基盤を支える人材を育成す
るために、職業能力開発大学校等に
おいては、技術革新に対応できる高
度な知識と技能・技術を兼ね備えた
実践技能者や、生産技術・生産管理
部門のリーダーとなる人材を養成す
る。

（指標）学卒者訓練の修了者のうち就職希
望者の就職率 90％以上

}（目標）産業の基盤を支える高度な職業能
力を有する人材を育成するため、在
職者に対し、事業主等のニーズ等に
基づき、適切かつ効果的な職業訓練
を実施する。

（指標）受講者及び事業主に対するアン
ケート調査で職業能力の向上に役
立った旨の評価 80％以上

第１ 中期目標の期間
独立行政法人通則法（平成11年法律第103

号。以下「通則法」という。）第29条第２項第
１号の中期目標の期間は、平成25年４月１日
から平成30年３月31日までの５年とする。

第２ 業務運営の効率化に関する事項
通則法第29条第２項第２号の業務運営の効
率化に関する事項は、次のとおりとする。
１ 機構の組織体制については、業務の効率的
かつ効果的実施等の観点から以下のように見
直すほか、適宜弾力的に見直すこと。
{ 本部の管理部門については、旧雇用・能
力開発機構との組織の統合時（平成23年10

月）のスリム化（▲20名）に加え、更に統
合後３年以内に▲19名以上のスリム化に取
り組むこと。

| 本部の業務部門については、雇用促進住
宅及び職業能力開発促進センター等の地方
公共団体への譲渡等が進むことや高年齢者
等の雇用の安定等に関する法律の一部を改
正する法律（平成24年法律第78号）附則第
３項に規定する経過措置期間の経過ととも
に段階的に業務量の減少が見込まれる部門
も見られることから、これらの部門を含め
業務量の変化に見合った効率的な実施体制
となるよう点検を行うとともに、統合によ
るシナジー効果を一層発揮できるよう業務
運営体制を再構築すること。

} 地方組織については、管理系システムの
統合等に併せて、高齢・障害者雇用支援セ
ンター、職業訓練支援センター等の管理事
務処理体制の一元化を図ること。

~ 地方施設（職業能力開発促進センター並
びに職業能力開発大学校及び職業能力開発
短期大学校を除く。）については、効率的・
効果的な業務運営体制を構築するため、利
用者のニーズや利便性、コスト、業務量等
を勘案しつつ幅広く検討し、第３期中期目
標期間中に、同一都道府県内又は同一市町
村内に複数の施設が設置されている状況を
可能な限り解消すること。

２ 一般管理費（人件費、新規に追加される業
務、拡充業務分等を除く。）については効率的
な利用に努め、第３期中期目標期間の最終事
業年度において、平成24年度予算と比べて15

％以上の額を節減すること。
また、業務経費（事業主等に支給する障害
者雇用調整金等、宿舎等業務、新規に追加さ
れる業務、拡充業務分等を除く。）については、
第３期中期目標期間の最終事業年度におい
て、平成24年度予算と比べて５％以上の額を
節減すること。
なお、上記目標の実現に当たっては、不要
な支出の削減を図るため、無駄削減・業務効
率化に関する取組の人事評価への反映など自
律的な取組のための体制整備を行うととも
に、徹底した冗費の削減を行うこと。
３ 人件費（退職手当及び福利厚生費（法定福
利費及び法定外福利費）並びに人事院勧告を
踏まえた給与改定部分を除く。）については、
政府における総人件費削減の取組を踏まえ、
厳しく見直すものとすること。
また、機構の給与水準について、国家公務
員の給与水準も十分考慮し、国民の理解と納
得が得られるよう厳しく検証を行い、これを
維持する合理的な理由がない場合には必要な
措置を講ずることにより、給与水準の適正化
に速やかに取り組むとともに、その検証結果
や取組状況については公表するものとするこ
と。
４ 契約の適正化
契約については、原則として一般競争入札
等によるものとし、以下の取組により、契約
の適正化を推進すること。
{ 「独立行政法人の契約状況の点検・見直
しについて」（平成21年11月17日閣議決定）
に基づく取組を着実に実施すること。

| 一般競争入札等により契約を行う場合で
あっても、特に企画競争や公募を行う場合
には、競争性、透明性が十分確保される方
法により実施すること。

} 監事監査、「契約監視委員会」等において、
入札・契約の適正な実施について徹底的な
チェックを受けること。

５ 保有資産の見直し
機構が保有する資産については、その必要
性を検証し、不要資産については処分するこ
と。
{ 職業能力開発総合大学校（相模原校）の
敷地については、平成25年度以降に売却し
国庫納付すること。

| 職員宿舎については、「独立行政法人の職
員宿舎の見直しに関する実施計画」（平成24

年12月14日行政改革担当大臣決定）に基づ
き、入居者の円滑な退去等に配慮しつつ、
今後５年を目途に廃止等の措置を講じると
ともに、国庫納付が可能な場合には、売却
等の手続きを行い国庫納付すること。

６ 公共サービス改革法に基づく民間競争入札
の導入
機構の基幹ネットワークシステムに係る保
守・運用の委託業務については、公共サービ
ス改革法（競争の導入による公共サービスの
改革に関する法律（平成18年法律第51号））に
基づく民間競争入札を実施し、経費の節減に
努めること。
７ 事業の費用対効果
事業の実施に要した費用及び事業によって
得られた効果を把握・分析し、その結果を事
業実施内容の見直しや新たな事業展開につな
げること。
８ 講習及び啓発事業の事業規模についての配
慮
機構が行う障害者の雇用に関する講習の事
業及び障害者の雇用について事業主その他国
民一般の理解を高めるための啓発の事業につ
いては、障害者雇用調整金、報奨金、在宅就
業障害者特例調整金及び在宅就業障害者特例
報奨金並びに障害者雇用納付金制度に基づく
各種助成金の支給に支障をきたさないよう
に、その事業規模について配慮すること。

第３ 国民に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する事項
通則法第29条第２項第３号の国民に対して
提供するサービスその他の業務の質の向上に
関する事項は、次のとおりとする。
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